
第６ 治山工事検査要領細則について

平成１６年４月１日 １５東治第２０５号

東北森林管理局長より

青森事務所長及び各森林管理(支)署長あて

［最終改正］令和2年4月17日２東治第17 号

治山工事検査要領細則について

治山工事の検査業務に当たっては、「国有林野事業特別会計請負工事監督・検査実施要領」（昭和49年 4

月 8 日49林野経第157号）に定めるもののほか、細部の取り扱いとして別紙のとおり「治山工事検査要

領細則」を定めたので、今後はこれにより適正かつ厳正に遂行されたい。

（担当：治山課企画係 内線２２５３）
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治山工事検査要領細則

第1章 総 則

（目 的）

第1条 この治山工事検査要領細則（以下「細則」という。）は、国有林野事業特別会計請負工事監督・

検査実施要領（昭和49年 4 月 8 日付け49林野経第157号。以下「実施要領」という。）第28条の規定に

基づき、東北森林管理局管内における請負契約による治山工事（以下「治山工事」という。）の検査

に関する細則を定めたもので、検査職員の適正かつ厳正な検査業務の遂行を図ることを目的とする。

（適用範囲）

第2条 治山工事の検査業務は、他法令、契約約款及び実施要領に定めるもののほか、この細則によっ

て行わなければならない。

第2章 検 査

（検査の準備）

第3条 検査にあたっては、総括的に工事の実行経過を把握するために、次の事項について調査しなけ

ればならない。

（1）契約書、契約約款、図面及び仕様書（現場説明書及び現場説明に対する質問回答を含む。以下、

これらを「設計図書」という。）等の内容

（2）実施要領第6条に定める監督職員の指示及び承諾事項

（3）着工及び完成の年月日

（4）工期中における設計変更の有無及びその内容

（5）工期中における災害の有無及び被害状況並びにその措置、補償等

（6）監督職員の立会状況及び検査、確認等の状況

（7）施工管理の状況

（8）その他必要な事項

（証拠図書類の確認）

第4条 検査にあたっては、治山工事監督要領細則第6条に定める証拠図書類の作成整備が行われてい

るかどうかを確認しなければならない。

（検査方法）

第5条 実施要領第26条の検査にあたっては、契約書、契約約款、設計図書、証拠図書類等に基づいて、

別表「治山工事検査方法」により、当該契約の内容に適合しているかどうかを注意深く検査しなけれ

ばならない。
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2 検査職員は、必要に応じて検査の過程及び内容を明らかにするための記録写真を整備しておかなけ

ればならない。

第3章 検査の要点

（コンクリ－ト構造物の検査）

第6条 コンクリ－ト構造物については、治山工事監督要領細則第14条及び第17条による確認事項に留

意し、特に次の検査を行わなければならない。

（1）構造物の各部ごとに設計寸法線の20％以上の箇所を抽出し、その出来高寸法についての実測検査

（2）コンクリ－トの品質管理の状況、テストハンマ－による強度検査、手ハンマ－による反響音検査

等、コンクリ－トの質に関する検査

（3）外見的に行う砂ボロ、豆板侵蝕、エフロレッセンス等の有無、継手、養生及び法狂いの状態の検

査

2 鋼製構造物についても、前項に準じて検査するものとする。

（石積工の検査）

第7条 石積工については、治山工事監督要領細則第18条による確認事項に留意し、特に次の検査を行

わなければならない。

（1）練積工については、必要に応じて1工事につき数箇所の抽出検査又は背面の掘起し検査

（2）明視できる各部の寸法について10％以上の実測検査

（3）外見的に行う積み方及び石の規格等の検査

（4）現地採取材料の採取箇所の検査

2 コンクリ－トブロック積工についても前項に準じて検査するものとする。

（積苗工、編柵工及び筋工の検査）

第8条 積苗工、編柵工及び筋工については、治山工事監督要領細則第19条、第20条及び第21条による

確認事項に留意し、特に全数量の20％以上を抽出し実測検査を行わなければならない。

（植生盤工の検査）

第9条 植生盤工については、治山工事監督要領細則第22条による確認事項に留意し、特に施工箇所ご

とに全数量の5％以上を抽出し実測検査を行わなければならない。

（伏工等の検査）

第10条 伏工、被覆工、播種工等については、治山工事監督要領細則第23条による確認事項に留意し植

生盤工の検査に準じて検査を行わなければならない。

（水路及び暗渠工の検査）

第11条 水路及び暗渠工については、治山工事監督要領細則第24条による確認事項に留意し、必要に応

じて掘り起こして内部の状態を検査しなければならない。
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（法切及び整地の検査）

第12条 法切及び整地については、治山工事監督要領細則第25条による確認事項に留意し、必要に応じ

て実測検査を行わなければならない。

（種子吹付工の検査）

第13条 種子吹付工については、治山工事監督要領細則第26条による確認事項に留意し、測線の20％以

上を抽出して実測検査を行うか又は標準地による実地検査を行わなければならない。

（治山造林の検査）

第14条 治山造林については、治山工事監督要領細則第27条による確認事項に留意し造林地に20m間隔

の格子線を描き 1 ha当たり１箇所以上を無作為に抽出し、実地検査を行わなければならない。

（その他の工種の検査）

第15条 その他の工種については、治山工事監督要領細則第28条による確認事項に留意し、必要に応じ

て実測検査を行わなければならない。

第4章 検査結果の措置及び報告

（設計図書等と出来形の不一致）

第16条 工事の検査にあたり、契約書、契約約款及び設計図書（以下本条において「設計図書」という。）

と出来形とに不一致を認めた場合は、次により速やかに所定の手続きをしなければならない。

（1）設計図書等と出来形の不一致が、細則第5条別表「治山工事検査方法」の許容限度以上で目的達成

上支障がないと認められるときは、出来形数量を確認のうえ完成として取扱い、その旨を支出負担

行為担当官等に報告するものとする。

（2）設計図書等と出来形の不一致が細則第5条別表「治山工事検査方法」の許容限度以上で目的達成上

支障があると認められるときは、改造又は修補の意見を付してその旨を支出負担行為担当官等に報

告するものとする。

（3) (2)の場合でその内容が軽微で直ちに修補等ができるものについては、検査職員が修補等を命じそ

の旨を支出負担行為担当官等に報告するものとする。

（検査報告）

第17条 工事の検査を完了したときは、次の事項について検査報告書を作成しなければならない。

（1）検査工種、検査箇所及び検査の方法

（2）証拠図書類及び記録写真によって認定した工種

（3）検査結果の認定

（4）その他必要な事項

2 検査報告書の様式は次のとおりとする。

（1）治山工事完成検査野帳（別紙様式1号）

（2）検査不合格報告書（〝 2号）

（3）検査写真
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3 指定部分完了検査及び既済部分検査についても前二項に準じて検査報告書を作成するものとする。

（検査調書）

第18条 実施要領第27条の検査調書の様式は、別に定めるところによる。

（改造又は修補）

第19条 検査の結果、改造又は修補の必要を認めたときは、別紙様式3により所定の手続きをへて手直

し命令を発しなければならない。

第5章 雑 則

第20条 防災林造成、保安林整備、保安林管理道整備、治山運搬路及び建築はこの細則によるほか、造

林、林道及び営繕の検査要領細則を準用する。
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別表

治 山 工 事 の 検 査 方 法

検 査 合 格 不 合 格

工 事 区 分 備 考

種 別 事 項 方 法 判 定 許 容 限 度 判 定 事 後 措 置

堰堤、谷止、床 Ⅰ 計画高検査 1．計 画 高 (1) 基準標（B．M．）よりレベルで A 許容限度以 高さ±3cm a 許容限度以 改造させられる。

固、護岸等コン 測定し設計通りであるか実測検査 内であればよ 上で構造物の

クリ－ト工事 する。 い。 目的達成上支

(土留コンクリ－ B 許容限度以 障があると認

ト等を含む） 上で構造物の められる場合

目的達成上支

障がないと認

められる場合

Ⅱ 形 量 検 査 1. 明視出来る部分 (1) 各部（水抜きを除く）の出来形 Ⅰ～(1)～Aおよ 長さ50m未満 Ⅰ～(1)～aに準 改造させられる。 1) 許容限度以内であっ

の出来高寸法 寸法については．変化点を含む数 びBに準ずる。 ±5cm ずる。 ても袖天端の高さに

箇所をスチ－ルテ－プで測定する。 50m以上 おいて逆インクラお

±10cm よび段違いについて

巾 ±3cm は、その差が2cmを

高さ±2cm こえてはならない。

2）請負者の責によっ

(2) 放水路および天端の水平面をレ Ⅰ～(1)～Aおよ 凸凹 ±1cm Ⅰ～(1)～aに準 改造させられる。 て掘起した部分をコ

ベルで実測検査する。 びBに準ずる。 ずる。 ンクリ－トで埋戻し

た箇所は形量検査の

対象外とする。

(3) 各部の法勾配は正規法面を基準 Ⅰ～(1)～Aおよ 法勾配±0.2分 Ⅰ～(1)～aに準 改造させられる。

にして、勾配定規等で実測検査す びBに準ずる。 ずる。

る。

(4) 水抜の出来形寸法．および位置 Ⅰ～(1)～Aおよ 上下、左右の移 Ⅰ～(1)～aに準

を個々にスチ－ルテ－プで実測検 びBに準ずる。動 5cm ずる。

査する。 寸法 ±2cm

2．明視出来ない部 (1) 証拠図書によって確認する。 Ⅰ～(1)～Aおよ 前記各項に準じ Ⅰ～(1)～aに準 改造させる。

分の出来形寸法 (2) 必要に応じて根掘検査を行い根 びBに準ずる。て扱う。 ずる。

入状況を調べる。
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検 査 合 格 不 合 格

工 事 区 分 備 考

種 別 事 項 方 法 判 定 許 容 限 度 判 定 事 後 措 置

Ⅲ 品 質 検 査 1．材 料 (1) 使用材料の規格、品質の見本ま 仕様書で定めら 仕様書で定めら 改造または修補

たは証拠図書により確認する。 れた以上のもの れた以外のもの させる

2. 外 見 (1) 砂ボロ、豆板、侵食、凍結、 A 構造上の目 目的達成上支障 修補させる。

エフロレッセンス、打継目の不良 的達成上支障 のあるもの

等について検査する。 がないと認め

られる場合

3. 養 生 (1) 監督員の作成した証拠図書によ 養生状態が充分 養生状態不十分 更に養生させる。

って確認するほか外見について検 であればよい。 の場合

査する。

4. 表 面 強 度 (1) テストハンマ－により表面強度 A １箇所で平 指定強度 a 許容限度未 穿孔注水検査お 1) 使用機械

を検査する。 均値が許容限 満のものが20 よび破壊検査を シュミットテスト

(2) 構造物の天端、袖天端について 度以上のもの ％以上ある場 行いその結果に ハンマ－

は２カ所、上流、下流面について が、全体の80 合 もとづき修補さ

は３０㎡当たり１カ所(１㎡)を抽 ％以上の場合 せる。

出して行う。

(3) １㎡の区画内の１対角線上に３

カ所にそれぞれ３点（計９点）各

点は３㎝程度の間隔を保つ。

1m

1m

5．圧 縮 強 度 (1) 監督職員により提示を受けた圧 A 許容限界以 レミコン a 許容限界以 穿孔注水検査お

縮強度試験結果報告書を検査する。 内であればよ (ｱ) １回の試験 下であれば不 よび破壊検査を

い。 結果が指定し 合格 行いその結果に

た呼び強度の もとづき修補さ

85％以上 せる。

(ｲ) ３回の平均

値が指定した

呼び強度以上
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検 査 合 格 不 合 格

工 事 区 分 備 考

種 別 事 項 方 法 判 定 許 容 限 度 判 定 事 後 措 置

6．反 響 音 (1) 構造物の各部について軽打し、 A むらなく金 a 濁音を発す Ⅲ～5～aの事

反響音を検査する。 属性の反響音 る箇所は不良で 後措置を行う。

を得ればよい。 ある。

7. 破 壊 (1) コンクリ－ト工作物については A 手抜工事等 a A以外の場 程度によって全

以上の各検査の結果、不良箇所が 特に粗漏な施 合 面破壊の上新規

あって特に必要ある場合に行い内 工結果が認め b 満水１分後 に築設させるか、

部を検査する。 られない場合 の減水が10cm グラウティング

(2) 破壊検査を行う場合の破壊孔は はよい。 以上の場合 または増厚、お

大きさ30cm×30cm、深さ30cmを標 よび改造させる。

準とする。

(3) 注水検査を行う場合の穿孔深は

不良箇所又は打継目を貫通し普通

1.2m以上とする。

8. 鋼 製 ﾀ ﾞ ﾑ (1) 主溝脚底（上・下流）ごとの間 A 主溝間隔及 2cm Ⅰ～(1)～aに準 改造させる。 ボルト、ナットの締付

隔を測定する。 び通りが許容 ずる。 け状態、鋼材の傷みな

(2) 主溝ごとダム軸より測定し、通 限度以内であ どについても検査する。

りを検査する。 ればよい。

鋼製枠、鉄筋コ Ⅰ 計画高検査 1．計 画 高 (1) 基準標（B．M．）よりレベルで A 許容限度以 高さ±10cm a 許容限度以 改造させる。

ンクリ－ト枠等 測定し、設計通りであるか実測検 内であればよ 下であれば不

構造物 査する。 い。 合格

B 許容限度以

上で構造物の

目的達成上支

障がないと認

められる場合

Ⅱ 形 量 検 査 1．出 来 形 寸 法 (1) 各部の出来形寸法については、 Ⅰ～(1)～Aおよ 長さ50m未満 Ⅰ～(1)～aに準 改造させる。 片法枠使用の場合は、

変化点を含む数箇所をスチ－ルテ びBに準ずる。 ±10cm ずる。 1基ごとに検測する。

－プで測定する。 長さ50m以上

±20cm

巾（厚さ）

±5cm

2．法 勾 配 (1)各部の法勾配は正規法面を基準 Ⅰ～(1)～Aおよ 法勾配 ±1分 1～(1)～aに準 改造させる。

にして、実測検査する。 びBに準ずる。 ずる。
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検 査 合 格 不 合 格

工 事 区 分 備 考

種 別 事 項 方 法 判 定 許 容 限 度 判 定 事 後 措 置

3．明視出来ない部 (1) 証拠図書によって確認する。 Ⅰ～(1)～Aおよ 前記各項に準ず Ⅰ～(1)～aに準 改造させる。

分の出来型寸法 (2) 必要に応じて根掘検査を行い根 びBに準ずる。る。 ずる。

入状況を調べる。

Ⅲ 品 質 検 査 1．材 料 (1) 使用材料の規格、品質の見本ま A 仕様書で定 a 仕様書で定 改造または補修

たは証拠図書によって確認する。 められた以上の められた以下の させる。

もの もの

石積等の工事 Ⅰ 形 量 検 査 1．出 来 形 寸 法 (1)構造物の出来形寸法は堰堤床固 A 計容限度以 長さ50m未満 a 許容限度以 改造させる。

等コンクリ－ト工事Ⅱに準ずる。 内であればよ ±5cm 上で構造物の

い。 長さ50m以上 目的達成上支

B 許容限度以 ±10cm 障があると認

上で構造物の 高さ ±5cm められる場合

目的達成上支 法勾配

障がないと認 ±0．5分

められる場合 +5cm
巾

－1cm

2．胴込コンクリ－ (1)構造物50㎡当たり1箇所の割合 A 計容限度以 数量の±5％ a Ⅰ～aに準 改造させる。

ト裏込礫の量の検 で背面を掘起こし抽出検査する。 内であればよ ずる。

査 い。

B 許容限度以

上で構造物の

目的達成上支

障がないと認

められる場合

Ⅱ 品 質 検 査 1．積 石 の 検 査 (1) 構造物100㎡ぎ当たり1箇所の割 A 規格通りで a 規格通りで 改造させる。 不良部時については明

合で抜きとり検査をして面、控が あればよい。 ない。 確に区分する。

規格通りか、また積方について検

査する。

2．積石、胴込コン (1) 堰堤、床固等コンクリ－ト工事 Ⅲ～7～Aに準 Ⅲ～7～aに準 Ⅲ～6～aに準

クリ－ト裏込礫の Ⅲ～7に準じて積石裏込礫、コン ずる。 ずる。 ずる。

質の検査 クリ－トの質を手ハンマ－肉眼等

で検査する。
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検 査 合 格 不 合 格

工 事 区 分 備 考

種 別 事 項 方 法 判 定 許 容 限 度 判 定 事 後 措 置

種 子 吹 付 工 Ⅰ 形 量 検 査 1．施 工 面 積 (1) 設計図書及び測量野帳等を基準 A 計容限度以 長さ ±20cm a 仕様書で定 修補させる。 (1) 測線の実測検査が

(航空機撒布工 にして、測線の20％以上を抽出し 内であればよ められた以下の 困難なものは、間接

を含む。） て実測検査する。 い。 もの 的方法で面積を確認

する。

Ⅱ 品 質 検 査 1．材 料 (1) 使用材料の規格、品質について A 設計図書に Ⅰ～(1)～aに準 修補させる。 (2) 発芽状況は、発芽

は証拠図書等によって検査する。 定められたも ずる。 試験の結果も参考に

の又はそれと する。

同等以上のも (3) 施肥工

の （追肥工）につい

ては施工地付近の木

2．実 播 状 況 等 実播状況は次の標準地(10cm×10cm＝ A 成立可能本 成立可能本数 Ⅰ～(1)～aに準 修補させる。 本と比較し、成育状

100cm２程度）を抽出し、実播量、種 数以上のもの。 3、000本／ ずる。 況及び施肥効果等を

別、均一性、発芽状況、成育状況等 ㎡ 判定する。

について検査する。

(1) 種子吹付工の場合

施工面積 1、000㎡未満

2箇所以上

〃 1、000～5、000㎡

3箇所以上

〃 5、000㎡以上

5箇所以上

(2) 航空機掴布工の場合

施工面積 1ha未満

5箇所以上

〃 1～5ha未満

7箇所以上

〃 5ha以上

10箇所以上
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検 査 合 格 不 合 格

工 事 区 分 備 考

種 別 事 項 方 法 判 定 許 容 限 度 判 定 事 後 措 置

集 水 井 工 Ⅰ 計画高検査 1．基 準 高 (1) 全数について測定する。 A 計容限度以 高さ±5.0cm a 許容限度以 改造させる。

内であればよ 外であると認

い。 められる場

合。

Ⅱ 形 量 検 査 1. 長 さ (1) 全数について測定する。 A 計容限度以 長さ－10.0cm a 許容限度以 改造させる。

内であればよ 外であると認

い。 められる場

合。

2. 偏 心 量 ｄ A 計容限度以 15.0cm a 許容限度以 改造させる。

内であればよ 外であると認

い。 められる場

合。

3. 巻 立 幅 ｗ A 計容限度以 －5.0cm a 許容限度以 改造させる。

内であればよ 外であると認

い。 められる場

合。

4. 巻 立 厚 ｆ A 計容限度以 －3.0cm a 許容限度以 改造させる。

内であればよ 外であると認

い。 められる場

合。

(集排水ボ－リ Ⅰ 計画高検査 1．基 準 高 (1) 全数について測定する。 A 計容限度以 高さ±15.0cm a 許容限度以 堀直しさせる。

ング工) 内であればよ 外であると認

い。 められる場

合。

Ⅱ 形 量 検 査 1. 延 長 (1) 全数について測定する。 A 計容限度以 長さ－0cm a 許容限度以 堀直しさせる。

内であればよ 外であると認

い。 められる場

合。

2. せん孔方向θ (1) 全数について測定する。 A 計容限度以 ±2.5度 a 許容限度以 堀直しさせる。

内であればよ 外であると認

い。 められる場

合。
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検 査 合 格 不 合 格

工 事 区 分 備 考

種 別 事 項 方 法 判 定 許 容 限 度 判 定 事 後 措 置

ア ン カ － 工 Ⅰ 油圧板形量検 1．縦 長 (1) 全数について測定する。 A 計容限度以 ±1.0％ a 許容限度以 改造させる。

査 内であればよ 外であると認

い。 められる場

合。

2. 横 長 (1) 全数について測定する。 A 計容限度以 ±1.0% a 許容限度以 改造させる。

内であればよ 外であると認

い。 められる場

合。

3. 厚 さ (1) 全数について測定する。 A 計容限度以 ±1.0cm a 許容限度以 改造させる。

内であればよ 外であると認

い。 められる場

合。

Ⅱ 引張り試験 (1) 設計アンカ－荷重Pに対して、 A 計容限度以 1.2P以上 a 許容限度以 打ち直しする。 1）引張試験、確認試

1.2倍の荷重を加える。 内であればよ 外であると認 験別に、平均値を算

(2) 測定本数は、アンカ－全本数 い。 められる場 出すること。

の5％以上、ただし3本以上。 合。

Ⅲ 確 認 試 験 (1) 設計アンカ－荷重Pに対して、 A 計容限度以 1.0P以上 a 許容限度以 打ち直しする。

1.0倍の荷重を加える。 内であればよ 外であると認

(2) 測定は、引張り試験を行った い。 められる場

ものを除く全本数について行う。 合。

Ⅳ アンカ－掘削 (1) 全数について測定する。 A 計容限度以 ＋5％、－0％ a 許容限度以 堀直しさせる。

長 内であればよ 外であると認

い。 められる場

合。

Ⅴ 鋼 材 (1) 全数について測定する。 A 計容限度以 鋼材寸法のJIS a 許容限度以 基準範囲内のも

内であればよ の範囲内 外であると認 のに交換する。

い。 められる場

合。
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検 査 合 格 不 合 格

工 事 区 分 備 考

種 別 事 項 方 法 判 定 許 容 限 度 判 定 事 後 措 置

杭 打 工 Ⅰ計画高検査 1．基 準 高 (1) 全数について測定する。 A 計容限度以 ±5.0cm a 許容限度以 改造させる。

内であればよ 外であると認

い。 められる場

合。

Ⅱ 形 量 検 査 1．根 入 長 (1) 全数について測定する。 A 計容限度以 設定値以上 a 許容限度以 改造させる。

内であればよ 外であると認

い。 められる場

合。

2. 偏 心 量 ｄ (1) 全数について測定する。 A 計容限度以 D/4以内かつ a 許容限度以 改造させる。

内であればよ 10.0cm以内 外であると認

い。 められる場

合。

ブロック（消 Ⅰ 形 量 検 査 1．出 来 形 寸 法 (1) 各部出来高寸法については、 A 計容限度以 長さ±20.0cm a 許容限度を 改造させる。 1）乱層積や床均をし

波、根固ダム 変位点間の距離、高さ、勾配をス 内であればよ 幅 ±10.0cm 越える場合で ない地盤に据付する

等） チ－リテ－プ、レベル、勾配定規 い。 高さ±10.0cm 構造物の目的 場合、又は消波工、

で実測検査する。 法勾配±0.3分 達成上支障が 根固工のように短期

あると認めら 間に変化をきたすも

れる場合。 のについては、この

基準によらなくても

よい。

B 許容限度を 個数減の場合は

越える場合で 減額して支払

構造物の目的 う。

達成上支障が

ないと認めら

れる場合

Ⅱ 品 質 検 査 1. 外 見 (1) ブロック単体については、砂 A 計容限度以 豆板、欠損 a 凍結したも 取替する。

ボロ、豆板、凍結欠傷について検 内であればよ 深さ 0.5cm の

査する。 い。 面積 4.0cm

2. 養 生 （1）証拠図書によって確認するほ A 養生状態が a 養生状態が 更に養生させ

か外見について検査する。 十分であれば 不十分な場合。 る。

よい。
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検 査 合 格 不 合 格

工 事 区 分 備 考

種 別 事 項 方 法 判 定 許 容 限 度 判 定 事 後 措 置

3．圧 縮 強 度 (1) 圧縮強度試験結果表を検査す A 計容限度以 堰堤、護岸等コ a 許容限度以 取替する。

る。 内であればよ ンクリ－ト工事 外であると認

い。 に準ずる。 められる場

合。

4．表 面 検 査 (1) テストハンマ－により表面強 A 1箇所の平 堰堤、護岸等コ a 許容限度以 取替する。 1）水中に伏設するも

度を検査する。 均値が許容限 ンクリ－ト工事 外であると認 の又は積み上げする

(2) ブロック数量の5％を抽出し、 度以内のも に準ずる。 められる場 ものについては前も

拙出ブロック1箇所当たり1箇所 の。 合。 って調査した資料に

検査する。 より判定しても良

(3) 1箇所の区画及び打点は、堰 い。

堤、護岸エコンクリ－ト工事に

準ずる。

Ⅲ 据 付 1．乱 積 基 準 高 (1) 施工延長100mに1箇所。 A 計容限度以 ブロック1個の a 許容限度以 積替する。

内であればよ 据付高±1／3 外であると認

い。 幅 ＋20.0％ められる場

延長＋2.0％ 合。

2. 層 積 基 準 高 (1) 施工延長100mに1箇所。 A 計容限度以 ±20.Ocm a 許容限度以 改造させる。

内であればよ 幅＋2.0％ 外であると認

い。 延長＋1.0％ められる場

合。

(その他の工事) Ⅰ 形 量 検 査 1．出 来 形 寸 法 (1) 設計寸法については各々構造 A 計容限度以 高さ±10cm a 不合格の場 定規図で示された規

物の内容に応じてスチ－ルテ－プ 内であればよ 幅 ±5cm 合は設計通り 格寸法で許容範囲が明

その他必要な測定器具を用いて検 い。 改造（補修） 示されていないもの

査する。 させる。 は、±10％を標準の

（2）検査職員は必要に応じて破壊 範囲とする。

検査をする。
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検 査 合 格 不 合 格

工 事 区 分 備 考

種 別 事 項 方 法 判 定 許 容 限 度 判 定 事 後 措 置

治山ダムの上流 Ⅰ上流側埋戻高 1．出 来 形 (1) 完成時の埋戻状況を、目視によ A 計容限度以 高さ－0cm a 許容限度以 改造させる。 完成時には、ダムは以

側埋め戻し り確認。 内であればよ 外であると認 後に湛水しており、基準

（コンクリート、 (2) 目視による確認ができない場合 い。 められる場 高の測定は行わず、目視

鋼製枠、コンク には、出来形写真により確認。 合。 及び写真で確認する。

リートブロック、

木製ダム等）
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様式第１号

治山工事完成検査野帳

平成 年 月 日
検査官

工 種 名 (コンクリ－ト構造物－１)

検査種別 検査事項 記 事

Ⅰ計画高検査 1.計 画 高 測定箇所 計画高 測定値 誤差 合不 測定箇所 計画高 測定値 誤差 合不

上 上

右 中 右 中
右 放

下 下

上 上
袖 中

左 中 水 中
央

下 下

上 上
路

右 中 左 中
左

下 下

上
袖 水

左 中
抜

下

(レベル使用)
備 考

許容誤差±3.0cm 水抜±5.0cm

Ⅱ 形量検査 1.出来高寸法 測 定 箇 所 設計寸法 測定値 誤差 測 定 箇 所 設計寸法 測定値 誤差

1 8
(1)

2 9

長 3 10

さ 4 11

・ 5 12

巾 6 13

7 14

合 不
(スチ－ルテ－プ使用)

備 考
許容誤差50m未満±5.0cm 50m以上±10.0cm 巾±2.0cm

(2)
右 袖 天 端 測定最高値( )－測定最低値（ ）＝（ cm）

天
合 不

端 左 袖 天 端 〃 ( )－ 〃 （ ）＝（ cm）

仕
放水路天端 〃 ( )－ 〃 （ ）＝（ cm）

上

備考 許容限度 凸凹±1cm

設計寸法 設計寸法
測 定 箇 所 測定値 誤差 測 定 箇 所 測定値 誤差

(水抜の大きさ) (水抜の大きさ)

1 6

(3) 2 7

水 3 8

抜 4 9

5 10

合 不 合 不
(スチ－ルテ－プ使用) (スチ－ルテ－プ使用)

備考 許容限度 許容限度
寸法±2.0cm 上下、左右の移動±5.0cm
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（コ－２）

検査種別 検査事項 記 事

Ⅲ 形量検査 1.出来高寸法 測 定 箇 所 設計寸法 測定値 誤差 測 定 箇 所 設計寸法 測定値 誤差

( 4 ) 1 分 1 分
法
勾 上 2 下 2
配

3 3

合 不
(スラントル－ル・2mポ－ル使用)

備 考
許容誤差±0.2分

Ⅳ 品質検査 1.材 料 検 査 内 容 所 見

工事材料の品質、規格

工事材料調達地点の適合

2.外 見

3.養 生

記 事
4.テストハ
ンマ－に
よるコン 合 不 平均圧縮強度 Ｎ／mm２

クリ－ト
表面反撥 別紙テストハンマ－検査による。
検査

指定強度σ28＝ Ｎ／mm２が80%以上合格

組数 合 不
5.供試体に 指定強度σ28＝ Ｎ／mm２

よるコン
クリ－ト 許容限度以内であれば合格
圧縮検査

別紙コンクリ－ト圧縮強度試験表のとおり。

測 定 箇 所 良 不良 測 定 箇 所 良 不良 備 考

1 9

2 10

6.手ハンマ 3 11
－による
反響検査 4 12

5 13

6 14 合 不

7 15

8 16
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（コ－３）

検査種別 検査事項 記 事

Ⅴ 品質検査 7.破壊なら 測 定 箇 所 深さ×巾×高さ 内 部 状 況
びに穿孔
注水検査 1

cm

2

3

4

合 不
備 考

合格判定

手抜工事等特に粗漏な施工結果が認められない時はよい。

測 定 箇 所 穿孔深 減水深 減 水 の 状 況

1
ｍ cm

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

備 考

合格判定

手抜工事等特に粗漏な施工結果が認められない時はよい。

合 不
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（コ－４）

テストハンマ－検査（シュミットハンマ－使用）

番 反 撥 強 度 圧 縮 経 過 28 日
換算圧 備 考

号 左 中 右 平均 強 度 日 数 縮強度

1
測定箇所

2
天端、袖天端について

3 は２箇所、上下流面につ
いては30㎡あたり1箇所

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

平均 合 不
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工 種 名 （鋼製枠構造物－１）

検査種別 検査事項 記 事

Ⅰ 計画高検査 1.計 画 高 測 定 箇 所 設 計 寸 法 測 定 値 誤 差
備 考

（許容限度）

計画高 ±10cm

Ⅱ 形量検査 1.出来高寸法 測 定 箇 所 設 計 寸 法 測 定 値 誤 差
備 考

（許容限度）

高 さ ±10cm

長 さ 50m未満
±10cm

長 さ 50m以上
±20cm

幅(厚さ) ±5cm

法勾配 ±1分
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（枠－２）

検査種別 検査事項 記 事

測 定 箇 所 設 計 寸 法 測 定 値 誤 差

合

不

明視できな
い部分の出
来高寸法

Ⅲ 品質検査 使用材料の
品質規格等

Ⅳ そ の 他 施 工 状 況
検 査
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工 種 名 （積石構造物等）

検査種別 検査事項 記 事

Ⅴ 形量検査 1.出来高寸法 測定箇所 設計寸法 測定値 誤差 測定箇所 設計寸法 測定値 誤差 備 考

1. 6.

2. 7.

3. 8.

4. 9.

5. 10.

許容限度 合 計 合 不

長さ50m未満±5cm、50m以上±10cm、法勾配±0.5分

2. 胴込コン ｺ ﾝ ｸ ﾘ － ﾄ
測定箇所 礫層の厚さ 備 考

クリ－ト の 厚 さ
裏込礫の
検査 1.

2.

3.

4.

5.

平 均 合 不

Ⅱ 品質検査 1. 積石検査 測定箇所 面の大きさ 控 長 積石の質 単位当たり箇数 備 考

1. ×

2. ×

3. ×

4. ×

5. ×

平 均 合 不

2. 積込胴込 ｺ ﾝ ｸ ﾘ － ﾄ
測定箇所 礫の径 礫の質 備 考

コンクリ の 質
－ト裏込
礫の質 1. ～

礫の平均 ～
2. ～

3. ～

4. ～

5. ～ 合 不
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（集水井－１）

検査種別 検査事項 記 事

Ⅰ 計画高検査 1.計 画 高 測 定 箇 所 設 計 寸 法 測 定 値 誤 差
備 考

（許容限度）

計画高 ±5cm

合 不

Ⅰ 形量検査 1.長 さ 測 定 箇 所 設 計 寸 法 測 定 値 誤 差
備 考

（許容限度）

長 さ －10cm

偏心量 15cm

巻立幅 －5cm

巻立厚 －3cm

2.偏心量 ｄ

3.巻立幅 ｗ

4.巻立厚 ｔ 合 不
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工 種 名 （集水井－２）（ボ－リング工）

検査種別 検査事項 記 事

Ⅰ 計画高検査 1.計 画 高 測 定 箇 所 設 計 寸 法 測 定 値 誤 差
備 考

（許容限度）

計画高 ±15cm

合 不

Ⅰ 形量検査 1.延 長 測 定 箇 所 設 計 寸 法 測 定 値 誤 差
備 考

（許容限度）

長 さ －0cm

方向角θ±2.5度

2.穿孔方向θ

3.巻立幅 ｗ

4.巻立厚 ｔ 合 不
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工 種 名 （アンカ－工－１）

検査種別 検査事項 記 事

Ⅰ 受 厚 板 1.縦 長 測 定 箇 所 設 計 寸 法 測 定 値 誤 差
計 量 検 査 備 考

（許容限度）

長 さ ±1%

厚 さ ±1cm

1.横 長

2.厚 さ

合 不
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工 種 名 （アンカ－工－２）

検査種別 検査事項 記 事

Ⅱ 引張試験 測 定 箇 所 設 計 寸 法 測 定 値 誤 差
備 考

（許容限度）

引張試験
1.2P以上
確認試験
1.0P以上

Ⅲ 確認試験

合 不
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工 種 名 （アンカ－工－３）

検査種別 検査事項 記 事

ア ン カ － 1.出 来 高 番号 設計寸法 測 定 値 誤 差 番号 設計寸法 測 定 値 誤 差
掘 削 長 寸 法

1 17

2 18

3 19

4 20

5 21

6 22

7 23

8 24

9 25

10 26

11 27

12 28

13 29

14 30

15 31

16 32

合 計

備 （許容限度）

＋5%、－0% 合 不

考

Ⅴ 鋼 材 検査の内容 所 見

備 合 不
（許容限度）
鋼材寸法JISの範囲内

考
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工 種 名 （杭打工）

検査種別 検査事項 記 事

Ⅰ 計画高検査 1.基 準 高 測 定 箇 所 設 計 寸 法 測 定 値 誤 差
備 考

（許容限度）

計画高 ±5cm

合 不

Ⅱ 形量検査 1.根 入 長 測 定 箇 所 設 計 寸 法 測 定 値 誤 差
備 考

（許容限度）

長さ 設定値以上

偏心量

D/4かつ10cm以内

2.偏 心 量 d

合 不
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（ブロックダム等－１）

検査種別 検査事項 記 事

Ⅰ 形量検査 1.出来高寸法 測 定 箇 所 設 計 寸 法 測 定 値 誤 差

合

不

Ⅱ 品質検査 1.外 見

合

不

2.養 生

合

不

3.圧縮強度

合

不
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（ブロック－２）

４ 表土検査 テストハンマ－検査（シュミットハンマ－使用）

番 反 撥 強 度 圧 縮 経 過 28 日
換算圧 備 考

号 左 中 右 平均 強 度 日 数 縮強度

1
測定箇所

2
ブロック数量の５％

3 を抽出し、抽出ブロッ
ク１個当たり１箇所検

4 査する。
１箇所の区画及び打

5 点は、堰堤、護岸工等
コンクリ－ト工事に準

6 ずる。

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

平均 合 不
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工 種 名 （ブロック－３）

検査種別 検査事項 記 事

Ⅱ 据 付 1.乱積基準高 測 定 箇 所 設 計 寸 法 測 定 値 誤 差
備 考

（許容限度）

乱積
B1個の据付高±1/3
幅 ＋20%
延長 +2%

層積
据付高±20cm
幅 ＋2%
延長 +1%

2.層積基準高

合 不
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工 種 名 （その他の工種）

検査種別 検査事項 記 事

Ⅰ 形量検査 1.出来高寸法 番号 設計寸法 測 定 値 誤 差 番号 設計寸法 測 定 値 誤 差

1 17

2 18

3 19

4 20

5 21

6 22

7 23

8 24

9 25

10 26

11 27

12 28

13 29

14 30

15 31

16 32

合 計

備 検査箇所は別紙検査図のとおり
設計全数量

抽出率 % 合 不
抽 出 数 量

考

Ⅱ 品質検査 1.使用材料の 検査の内容
品質規格等

備 合 不

考
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工 種 名 （治山ダムの上流側埋め戻し）

検査種別 検査事項 記 事

Ⅰ上流側 1.出来形 検査の内容 所 見 備 考
埋戻高

（許容限度）

計画高 －0cm

備 合 不

考
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様式第2号

検 査 不 合 格 報 告 書

契 約 年 月 日

場 所

工 事 名

完 成 期 限

請 負 人 住 所 氏 名

請 負 代 金 額

検 査 立 会 者 氏 名

検 査 不 合 格 の

理 由 意 見

上記につき平成 年 月 日検査のところ不合格につき報告します。

平成 年 月 日

（分任）支出負担行為担当官

殿

検査職員 ○印
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様式第3号

改 造 （ 修 補 ） 指 示 書

１．改造（修補）箇所

別紙図面のとおり

２．方法

３．改造（修補）期限 平成 年 月 日

自 平成 年 月 日

至 平成 年 月 日 日間

平成 年 月 日検査の結果、上記の箇所について手直しを指示します。

平成 年 月 日

殿

（分任）支 出 負 担 行 為 担 当 官

○印


